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令和3年4月の報酬改定に伴う「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」の留意事項 

（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護） 

○本県が所管する介護保険施設・事業所について、令和３年４月１日から算定を開始する加算等に係

る「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」等の提出期限を、特例的に令和３年４月１５日

（木）とする取扱いとします。

○入居継続支援加算、生活機能向上連携加算及びサービス提供体制強化加算について、新たな加算区

分が設けられたことから、原則、全ての事業所が届出を行ってください。届出を行わない場合、そ

れぞれ次のとおりとみなされますのでご注意ください。

・入居継続支援加算

従前の「なし」 → 「なし」

従前の「あり」 → 「加算Ⅰ」

・生活機能向上連携加算

従前の「なし」 → 「なし」

従前の「あり」 → 「加算Ⅱ」

・サービス提供体制強化加算

従前の「なし」「加算Ⅰロ」「加算Ⅱ」「加算Ⅲ」 → 「なし」 

従前の「加算Ⅰイ」 → 「加算Ⅱ」

○次の加算を算定するためには、科学的介護情報システム（LIFE）への登録が必須です。

LIFEへの登録が完了している場合は、「LIFEへの登録」を「２ あり」とした上で届け出てくださ

い。

・個別機能訓練加算Ⅱ

・ＡＤＬ維持等加算

・科学的介護推進体制加算

提出書類 書類提出前の自主確認事項 

介護給付費算定に
係る体制等に関す
る届出書 
（別添届出書） 

□届出者の所在地、名称、代表者の職・氏名等が記入、押印されているか。
※新規指定の場合、「受付番号」、「事業所所在地市町村番号」及び「介護

保険事業所番号」は記載しないこと。
□「届出者の名称、事務所の所在地、代表者の職・氏名、住所」欄と、「事業
所の所在地、管理者の氏名、住所」欄とを逆に取り違えていないか。

□フリガナ、電話番号、郵便番号等に記入漏れがないか。
□指定年月日、事業所番号の記入があるか（新規指定の場合は事業所番号につ
いては記入不要）。

□「指定（許可）年月日」欄に当初指定年月日を記入しているか。（更新年月
日ではない。）

□「同一所在地において行う事業等の種類」欄には、特定施設入居者生活介護
・介護予防特定施設入居者生活介護欄のほか、既に指定済みの事業について
全て記入されているか。

□「異動等の区分」欄の特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生
活介護欄に○印を付しているか。既に指定済みの事業の欄に○印を付してい
るか。

□「異動（予定）年月日」欄は、各月末日（又はその翌月初日）までに提出す
る場合は翌月１日と記入されているか。
※加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくな
ることが明らかな場合は、速やかに届出を行う。

※上記の場合は、加算が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の
算定を行わないものとする。

□変更の場合、「異動項目」欄及び特記事項の「変更後」欄に変更内容が具体
的に記入されているか。

□その他注意事項は「届出書」の裏面の備考を参照。
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提出書類 書類提出前の自主確認事項 

介護給付費算定に
係る体制等状況一
覧表 
（別紙１） 

□「記入担当者氏名」欄に記名されているか。
□「事業所番号」欄は正しく記入されているか（新規指定の場合は事業所番号
については記入不要）。

□「事業所名」欄に誤って申請事業者名等が記入されていないか。
□「記入担当者電話番号」、「異動区分」、「事業所電話番号」の各欄に記
入漏れがないか。

□該当するサービスの「チェック」、「施設等の区分」、「人員配置区分」、
「その他該当する体制等」、「割引」欄の該当箇所に○印が記入されている
か。

□適用開始年月日欄に上記届出書の「異動（予定）年月日」欄と同じ日付が記
入されているか。

□届出受理後の補正は認められないので注意すること。（間違って記入した届
出が受理された場合、翌月に変更届出を行うまで修正できません。）

職員の欠員による
減算の状況 

・人員基準を満たしている場合：「1 なし」に○印
・人員基準を満たしていない場合：該当する職種に○印、「従業者の勤務体制

及び勤務形態一覧表（参考様式１）」を添付

入居継続支援加算 □体制等状況一覧表と相違ないか。
□入院継続支援加算に関する届出書【別紙２０】
※要件を満たす場合、根拠となる(要件を満たすことがわかる）書類も提出）
※新たな加算区分が設けられているため、十分注意すること。

テクノロジーの導
入
（入居継続支援加
算関係）

□入居継続支援加算の介護福祉士の配置要件を「入居者の数が７又はそ
の端数を増すごとに１以上」とする場合、以下の要件を満たした上で
「２ あり」に○印

【要件】 
（１）テクノロジーを搭載した以下の機器を複数導入していること（少

なくとも①～③を使用）
①入所者全員に見守り機器を使用
②職員全員がインカムを使用
③介護記録ソフト、スマートフォン等のICTを使用
④移乗支援機器を使用

（２）安全体制を確保していること（以下の要件を満たすこと）
①利用者の安全やケアの質の確保、職員の負担を軽減するための委員

会を設置
②職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮
③機器の不具合の定期チェックの実施（メーカーとの連携を含む）
④職員に対するテクノロジー活用に関する教育の実施

※上記要件を少なくとも３か月以上試行し、現場職員の意見が適切に反
映できるよう、職員をはじめ実際にケア等を行う多職種の職員が参画
する委員会（上記（２）①の委員会）において、安全体制やケアの質
の確保、職員の負担軽減が図られていることを確認した上で届け出る
こと。

□テクノロジーの導入による入居継続支援加算に関する届出書
【別紙20-2】

生活機能向上連携
加算 

□体制等状況一覧表と相違ないか。
※新たな加算区分が設けられているため、十分注意すること。
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提出書類 書類提出前の自主確認事項 

個別機能訓練加算 ※「加算Ⅰ」又は「加算Ⅱ」となる場合、介護給付費算定に係る体制等状況一
覧表（別紙１）の該当する区分に○印を記入し、下記を添付し提出。

・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式１）（機能訓練指導員のみ
で可能。）

・資格者証等の写し（機能訓練指導員のみで可能。）
※加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなる

ことが明らかな場合は、速やかに届出を行う。
※上記の場合は、加算が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算
定を行わないものとする。

□体制等状況一覧表と相違ないか。
□施設種別、届出項目欄に○印を付しているか。
□「加算Ⅱ」の場合、「LIFEへの登録」の「２ あり」に○印を付しているか

。

ＡＤＬ維持等加算
〔申出〕の有無 

□体制等状況一覧表と相違ないか。
□「LIFEへの登録」の「２ あり」に○印を付しているか。

夜間看護体制 ※「対応可」とする場合、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１）
の該当箇所に○印を記入し提出。

・「夜間看護体制に係る届出書」【別紙９】
・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式１）（看護職員のみで可能

。）
・資格者証等の写し（看護職員のみで可能。）
※加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなる

ことが明らかな場合は、速やかに届出を行う。
※上記の場合は、加算が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算

定を行わないものとする。
□体制等状況一覧表と相違ないか。
□施設種別、届出項目欄に○印を付しているか。
□夜間看護体制加算に係る届出内容欄の看護職員の人数は適正か。

若年性認知症利用
者受入加算 

□体制等状況一覧表と相違ないか。

科学的介護推進体
制加算 

□体制等状況一覧表と相違ないか。
□「LIFEへの登録」の「２ あり」に○印を付しているか。

看取り介護加算 ※「あり」とする場合、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１）の
該当箇所に○印を記入し提出。

□看取り介護加算に関する届出書【別紙9-5】
□夜間看護体制加算の算定をしているか。

認知症専門ケア加
算 

※「加算Ⅰ」又は「加算Ⅱ」となる場合、介護給付費算定に係る体制等状況一
覧表（別紙１）の該当箇所に○印を記入し提出。

□認知症専門ケア加算に関する確認書【参考様式１３】
□研修修了証の写し
・加算Ⅰ：「認知症介護実践リーダー研修」修了証の写し
・加算Ⅱ：「認知症介護実践リーダー研修」修了証の写し

 「認知症介護指導者研修」修了証の写し 
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提出書類 書類提出前の自主確認事項 

サービス提供体制
強化加算
（別紙12－6）

※「加算Ⅰ」「加算Ⅱ」又は「加算Ⅲ」となる場合、介護給付費算定に係る体
制等状況一覧表（別紙１）の該当箇所に○印を記入し提出。

□サービス提供体制強化加算に関する届出書【別紙12－6】を作成し、提出す
ること。

※新たな加算区分が設けられているため、十分注意すること。

介護職員処遇改善
加算 

別途、介護職員処遇改善加算の「届出の手引」を参照。 

※「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」とは別に、介護職員処遇改善
加算届出書や変更届出書が必要。
（提出期限に注意すること。）

※各事業年度における最終の加算の支払があった月の翌々月末日までに、実績
報告が必要。

介護職員等特定 
処遇改善加算 

別途、「介護職員等特定処遇改善加算＜新＞の届出等について」を参照 

※「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」とは別に、介護職員等特定処
遇改善計画書等の提出が必要（提出期限に注意すること）

※各事業年度における最終の加算の支払があった月の翌々月末日までに実績報
告が必要

短期利用特定施設 
入居者生活介護に 
係る届出書 
（別紙10） 

※「短期利用特定施設入居者生活介護」のサービス提供を始める場合のみ提出
。

□施設種別、届出項目欄に○印を付しているか。

指定居宅サービス
事業所等による介
護給付費の割引に
係る割引率の設定
について 
（別紙５） 

※割引率を設定しない場合は提出不要。
□体制等状況一覧表と相違ないか。
□届出者の所在地、名称、代表者の職・氏名等が記入、押印されているか。
□適用条件は具体的に記入されているか。
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１０　特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

看護・介護

職員の員数が

基準に満たな

い場合

介護職員の

員数が基準

に満たない場

合

身体拘束廃

止未実施減

算

入居継続支

援加算（Ⅰ）

入居継続支

援加算（Ⅱ）

生活機能向

上連携加算

（Ⅰ）

生活機能向

上連携加算

（Ⅱ）

個別機能訓練

加算（Ⅰ）

個別機能訓練

加算（Ⅱ）

ADL維持等加

算（Ⅰ）

ADL維持等加

算（Ⅱ）
夜間看護体

制加算

若年性認知

症入居者受

入加算

医療機関連

携加算

口腔衛生管

理体制加算

口腔・栄養ス

クリーニング

加算

科学的介護

推進体制加

算

障害者等支

援加算

要介護１ （ 538 単位） －54単位

要介護２ （ 604 単位） －60単位

要介護３ （ 674 単位） －67単位

要介護４ （ 738 単位） －74単位

要介護５ （ 807 単位） －81単位

・訪問介護

・身体介護 所要時間15分未満の場合　96単位

所要時間15分以上30分未満の場合　193単位

所要時間30分以上１時間30分未満の場合　262単位に

所要時間30分から計算して所要時間が15分増すごとに

87単位を加算した単位数

所要時間１時間30分以上の場合　561単位に所要時間

１時間30分から計算して所要時間が15分増すごとに37

単位を加算した単位数

・生活援助 所要時間15分未満の場合　49単位

所要時間15分以上１時間未満の場合　96単位に所要時

間15分から計算して所要時間が15分増すごとに49単位

を加算した単位数

所要時間１時間以上１時間15分未満の場合　219単位

所要時間１時間15分以上の場合　262単位

・通院等乗降介助 １回につき　87単位

要介護１ （ 538 単位）

要介護２ （ 604 単位）

要介護３ （ 674 単位）

要介護４ （ 738 単位）

要介護５ （ 807 単位）

※ 限度額 要介護１ 16,355単位

要介護２ 18,362単位

要介護３ 20,490単位

要介護４ 22,435単位

要介護５ 24,533単位

※ 短期利用特定施設入居者生活介護は、区分支給限度基準額に含まれる。

※ 令和３年９月３０日までの間は、特定施設入居者生活介護費のイからハ及びイ、ロ及び委託先である指定介護予防サービス事業者により居宅サービスが行われる場合のうち訪問介護について、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。

注

所定単位は、イからトまでにより算定した単位数の合計
（1月につき　＋所定単位×１８／１０００）

（２） 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１２／１０００）

※ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）については、令和４年３月３１日まで算定可能。

（４） 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋（３）の90／１００）

（５） 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋（３）の80／１００）

リ 介護職員等特定処遇

改善加算

（１） 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（３） サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日につき　６単位を加算）

チ 介護職員処遇改善

加算

（１） 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 注

所定単位は、イからトまでにより算定した単位数の合計
（1月につき　＋所定単位×82／１０００）

（２） 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×60／１０００）

（３） 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（１月につき　＋所定単位×33／１０００）

へ　認知症専門ケア加算

（イを算定する場合のみ

算定）

（１） 認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（１日につき　3単位を加算）

（２） 認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１日につき　4単位を加算）

ト サービス提供体制

強化加算

（１） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（２） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日につき　１８単位を加算）

（２）看取り介護加算（Ⅱ）

（１） 死亡日以前31日以上45日以下

（１日につき　572単位を加算）

（２） 死亡日以前４日以上30日以下

（１日につき　644単位を加算）

（３） 死亡日以前２日又は３日

（１日につき　1180単位を加算）

（４） 死亡日

（１日につき　1780単位を加算）

ホ 看取り介護加算

（イを算定する場合のみ

算定）

（１）看取り介護加算（Ⅰ）

（１） 死亡日以前31日以上45日以下

（１日につき　72単位を加算）

（１２） 死亡日以前４日以上30日以下

（１日につき　144単位を加算）

（２３） 死亡日以前２日又は３日

（１日につき　680単位を加算）

（３４） 死亡日

（１日につき　1,280単位を加算）

ハ 短期利用特定施設入居者生活介護費

（１日につき）※
×70／１００

1日につき

＋10単位

1日につき

＋120単位

ニ 退院・退所時連携加算

（イを算定する場合のみ算定）
（１日につき　30単位を加算）

１日につき

＋20単位

・他の訪問系サービス及び通所系サービス

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

・福祉用具貸与

　通常の福祉用具貸与と同様

※ ただし、基本部分も含めて要介護度別に定める限度を上限とする。

１月につき

＋80単位

１月につき

＋30単位

１回につき

＋20単位

（６月に１回を

限度）

１月につき

＋40単位

ロ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費

（１日につき　83単位）
×70／１００

1日につき

＋12単位

1月につき

＋20単位

1月につき

＋30単位

1月につき

＋60単位

1日につき

＋10単位

1日につき

＋120単位

イ 特定施設入居者生活介護費

（１日につき）
×70／１００

1日につき

＋36単位

1日につき

＋22単位

１月につき

＋100単位

（３月に１回を

限度）

1月につき

＋200単位

※ただし、個

別機能訓練

加算を算定し

ている場合

は、１月につ

き＋１００単

位

基本部分

注 注 注 注 注

委託先である指定居宅サービス事業者により居宅サービスが行われる場合

3-3 算定構造（特定施設入居者生活介護）
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「令和３年９月30日までの上乗せ分」の計算方法について

①　令和3年9月30日までは、基本報酬に「令和３年９月30日までの上乗せ分」を加えた額が基本報酬となる。

　　具体的には、１月当たりの基本報酬に0.1％を乗じた額（四捨五入。ただし、１単位未満となる場合は切り上げ。）が「令和３年9月30日までの上乗せ分」の額となる。

　　ただし、基本報酬に加減算を乗じた額をサービスコードとしている場合には、当該サービスコードによる１月あたりの算定単位数に「令和３年9月30日までの上乗せ分」を

　　乗じることとなる。

　　そのため、以下表に「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり、１月あたりの算定単位数として合計する基本報酬と加減算等をサービスごとに示す。

②基本報酬に係るその他の加減算（共生型サービスにおける減算、特別地域加算、同一建物減算等）の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

③介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

■サービス種類別「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

No サービス種類 「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

Ⅰ-資料１０

10

短期入所療養介護

　ロ　療養病床を有する病院

における短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ロ」参照

（※）基本部分（「（１）  病院療養病床短期入所療養介護費」～「（５）特定病院療養病床短期入所療養介護費」）及び以下の加減算に係

る合成サービスコード

　・夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合

　・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

　・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

　・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

　・僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

　・僻地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

　・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

11

短期入所療養介護

　ハ　診療所における短期入

所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ハ」参照

（※）基本部分（「（１）  診療所短期入所療養介護費」～「（３）特定診療所短期入所療養介護費」）及び以下の加減算に係る合成サービ

スコード

　・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

　・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

12

短期入所療養介護

　ニ　老人性認知症疾患療養

病棟を有する病院における短

期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ニ」参照

（※）基本部分（「（１）  認知症疾患型短期入所療養介護費」～「（４）特定認知症疾患型短期入所療養介護費」）及び以下の加減算に係

る合成サービスコード

　・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

　・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

　・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

　・僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

　・僻地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

　・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

13

短期入所療養介護

　ホ　介護医療院における短

期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「短期入所療養ホ」参照

（※）基本部分（「（１） Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費」～「（７）特定介護医療院短期入所療養介護費」及び以下の加減算に係る

合成サービスコード

・夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・医師、薬剤師、看護職員、介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

14 特定施設入居者生活介護

対象となるサービスコード

　別紙「特定施設」参照

（※）基本部分（「イ　特定施設入居者生活介護費」～「ハ　短期利用特定施設入居者生活介護費」及び委託先である指定介護サービス事業

者により行われる訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介

護、認知症対応型通所介護）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

　・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

　・介護職員の員数が基準に満たない場合

15 福祉用具貸与 対象なし

16 居宅介護支援

対象となるサービスコード

　別紙「居宅介護支援」参照

（※）基本部分（「イ　居宅介護支援費」）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

　・運営基準減算

　・特別地域居宅介護支援加算

　・中山間地域等における小規模事業所加算

　・中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算
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８　介護予防特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注

看護・介護職員

の員数が基準に

満たない場合

介護職員の員数

が基準に満たな

い場合

身体拘束廃止未

実施減算

生活機能向上連

携加算（Ⅰ）

生活機能向上連

携加算（Ⅱ）

個別機能訓練

加算（Ⅰ）

個別機能訓練

加算（Ⅱ）

若年性認知症入

居者受入加算

医療機関連携加

算

口腔衛生管理体

制加算

口腔・栄養スク

リーニング加算

科学的介護推進

体制加算

障害者等支援加

算

要支援１ （ 182 単位） －18単位

要支援２ （ 311 単位） －31単位

※ 限度額

※ 令和３年９月３０日までの間は、介護予防特定施設入居者生活介護費のイ、ロ及び委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サービスが行われる場合のうち指定訪問介護及び指定通所介護について、所定単位数の千分の千一に相当する単位数を算定する。

※ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）については、令和４年３月３１日まで算定可能。

注

所定単位は、イから二までにより算定した単位数の合計
（1月につき　＋所定単位×１８／１０００）

（２） 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１２／１０００）

要支援１　 　5,032単位

要支援2　　10,531単位

（４） 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋（３）の90／１００）

（５） 介護職員処遇改善加算（Ⅴ）

（1月につき　＋（３）の80／１００）

ヘ 介護職員等

特定処遇

改善加算

（１） 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（３） サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日につき　６単位を加算）

ホ 介護職員

処遇改善

加算

（１） 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 注

所定単位は、イから二までにより算定した単位数の合計
（1月につき　＋所定単位×８２／１０００）

（２） 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×６０／１０００）

（３） 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×33／１０００）

ハ 認知症専門ケア加算

（イを算定する場合のみ算定）

（１） 認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（１日につき　3単位を加算）

（２） 認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１日につき　4単位を加算）

ニ サービス提供体制強化加算

（１） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（２） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日につき　１８単位を加算）

ロ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費

×７０／１００
１日につき

＋20単位

・指定訪問介護

・１週に１回程度の訪問介護が必要とされた者　1,057単位

・１週に２回程度の訪問介護が必要とされた者　2,115単位

・１週に２回を超える訪問介護が必要とされた者

（要支援２である者に限る。）　3,355単位

・指定通所介護

・要支援１　1,504単位

・要支援２　3,084単位

・介護予防訪問系及び介護予防通所系サービス

通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

　（介護予防通所リハビリテーションの選択的サービス（運動器機能

　向上、栄養改善、口腔機能向上）の加算が可能）

　（1日につき   56単位）
・介護予防福祉用具貸与

介護予防の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて介護予防サービスの区分支給限度基準

額

　を限度とする。

※訪問介護系サービスについては、「指定訪問介護」によるもの、

「総合事業（「指定第一号訪問事業」）によるもの」がある。

※通所介護系サービスについては、「指定通所介護」によるもの、

「総合事業（「指定第一号通所事業」）によるもの」がある。

１月につき

＋20単位

１日につき

＋120単位

１月につき

＋80単位

１月につき

＋30単位

１回につき

＋20単位

（６月に１回を

限度）

１月につき

＋４０単位

基本部分

注 注 注

委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サービスが

行われる場合

イ 介護予防特定施設入居者生活介護費

（1日につき）
×７０／１００

１月につき

＋100単位

（３月に１回を限

度）

1月につき

＋200単位

※ただし、個別機

能訓練加算を算

定している場合

は、１月につき＋

100単位

１日につき

＋12単位

4-3 算定構造（介護予防特定施設入居者生活介護）
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「令和３年９月30日までの上乗せ分」の計算方法について

①　令和3年9月30日までは、基本報酬に「令和３年９月30日までの上乗せ分」を加えた額が基本報酬となる。

　　具体的には、１月当たりの基本報酬に0.1％を乗じた額（四捨五入。ただし、１単位未満となる場合は切り上げ。）が「令和３年9月30日までの上乗せ分」の額となる。

　　ただし、基本報酬に加減算を乗じた額をサービスコードとしている場合には、当該サービスコードによる１月あたりの算定単位数に「令和３年9月30日までの上乗せ分」を

　　乗じることとなる。

　　そのため、以下表に「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり、１月あたりの算定単位数として合計する基本報酬と加減算等をサービスごとに示す。

②基本報酬に係るその他の加減算（共生型サービスにおける減算、特別地域加算、同一建物減算等）の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

③介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の計算対象に、「令和３年９月30日までの上乗せ分」を含める。

■サービス種類別「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

No サービス種類 「令和３年９月30日までの上乗せ分」の算定にあたり合計するサービスコード

Ⅰ-資料１０

31

介護予防短期入所療養介護

　ハ　診療所における介護予

防短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「予防短期入所療養ハ」参照

（※）基本部分（「（１）  診療所介護予防短期入所療養介護費」、「（２）　ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費」）及び以下

の加減算に係る合成サービスコード

　・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

　・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

32

介護予防短期入所療養介護

　ニ　老人性認知症疾患療養

病棟を有する病院における介

護予防短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「予防介護予防短期入所療養ニ」参照

（※）基本部分（「（１）  認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費」～「（３）　ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護

費」）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

　・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

　・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

　・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

　・僻地の医師確保計画を届出たもので、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

　・僻地の医師確保計画を届出たもの以外で、医師の数が基準に定められた医師の員数に60/100を乗じて得た数未満である場合

　・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

33

介護予防短期入所療養介護

　ホ　介護医療院における介

護予防短期入所療養介護費

対象となるサービスコード

　別紙「予防短期入所療養ホ」参照

（※）基本部分（「（１）　Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費」～「（６）　ユニット型特別介護医療院介護予防短期入所療養介

護費」及び以下の加減算に係る合成サービスコード

・夜勤を行う職員の勤務条件基準を満たさない場合

・利用者の数及び入院患者の数の合計数が入院患者の定員を超える場合

・医師、薬剤師、看護職員、介護職員の員数が基準に満たない場合

・看護師が基準に定められた看護職員の員数に20/100を乗じて得た数未満の場合

・常勤のユニットリーダーをユニット毎に配置していない等ユニットケアにおける体制が未整備である場合

34
介護予防特定施設入居者生活

介護

対象となるサービスコード

　別紙「予防特定施設」参照

（※）基本部分（「イ　介護予防特定施設入居者生活介護費」、「ロ　外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費」及び委託先

である指定介護予防サービス事業者により行われる訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーショ

ン、通所介護、介護予防通所リハビリテーション費、介護予防認知症対応型通所介護（Ⅰ）、介護予防認知症対応型通所介護（Ⅱ）、訪問型

サービス費（Ⅰ）、訪問型サービス費（Ⅱ）、訪問型サービス費（Ⅲ）、通所型サービス費）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

　・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

　・介護職員の員数が基準に満たない場合

35 介護予防福祉用具貸与 対象なし

36 介護予防支援

対象となるサービスコード

　別紙「介護予防支援」参照

（※）基本部分（「イ　介護予防支援費」）に係るサービスコード

37
定期巡回・随時対応型訪問介

護看護

対象となるサービスコード

　別紙「定期巡回・随時対応」参照

（※）基本部分（「イ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）」、「ロ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅱ）」）及び以下の

加減算に係る合成サービスコード

　・准看護師によりサービス提供が行われる場合

38 夜間対応型訪問介護

対象となるサービスコード

　別紙「夜間訪問介護」参照

（※）基本部分（「イ　夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）」、「ロ　夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）」）に係るサービスコード

39 地域密着型通所介護

対象となるサービスコード

　別紙「地域通所介護」参照

（※）基本部分（「イ　地域密着型通所介護費」、「ロ　療養通所介護費」）及び以下の加減算に係る合成サービスコード

　・利用者の数が利用定員を超える場合

　・看護・介護職員の員数が基準に満たない場合

　・入浴介助を行わない場合

　・過少サービスに対する減算

　・２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護を行う場合
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